


企業内弁護士を採用するメリットはどのようなものがありますか？ 

法化社会の進展により、企業法務はますます複雑化・高度化することが予想さ
れます。特に、会社法や金融商品取引法の施行により、企業経営にはよりいっ
そうの健全性、透明性が求められており、その核となる内部統制、その重要な
要素であるコンプライアンス体制を支えるものとして、企業法務の役割が一層
期待されています。
弁護士は、実務法曹としての専門教育を受けてきているため、基礎的な法律の
知識や経験は一般の企業の従業員よりも幅広く、法務部員又は内部統制の評価
補助者となる人材として適切であるといえます。

現場の業務に密着しているため、法律知識だけにとどまらず、より実務的な専

門領域に踏み込んだ業務を行うことができます。

また、企業の法務部門の業務は、①法的問題の把握、②解決方針の策定、③案

件処理、④案件の終結、⑤日常業務へのフィードバック、という流れを辿りま

す。このうち、一般的に顧問弁護士に依頼するのは「③案件処理」ですが、企

業内弁護士は、その前後の「案件の入口（①②）」と「案件の出口（④⑤）」の管

理についても能力を発揮することが期待できます。

顧問弁護士との違いは何ですか？
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弁護士資格を持たない法務部員との違いは何ですか？

弁護士資格を持たない法務部員の中にも優秀な方は沢山いますが、企業内弁護

士は特に、①司法試験、司法研修所、法律実務を通じて法律全体の体系的な理

解と紛争解決実務の感覚が身に付いていること（専門性）、②司法研修所や弁護

士会などを通じて弁護士や法律事務所に対して広い人脈や最新の情報を有して

いること（人脈）、③訴訟代理権や各種調査権などの法的権限に加えて、守秘義

務遵守など適正な業務遂行が法律及び弁護士会による自治的規律のもと担保さ

れていること（資格）、などの特徴を持っています。
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一般に、最も多いのは法務部（課）ですが、そのほかコンプライアンス部（課）、

知的財産部（課）、総務部（課）など、企業によって様々です。肩書きが特にな

い者から、専門職、係長・課長等管理職レベル、さらには取締役等経営レベル

まで様々な地位で活躍しています。

企業内弁護士はどのような部署に所属させればよいのですか？
肩書きはどうしたらよいのですか？

業務内容は、所属する企業や部署によって大きく異なります。

取引先や行政当局との交渉、契約書審査、社内規程の策定はもちろん、Ｍ＆Ａ

計画の立案・実行を専門とする者もいれば、知的財産戦略の立案を専門とする

者、法務部門の統括をする者、訴訟管理を行う者、コンプライアンス体制の策

定・実施・監視を統括する者など様々です。商社であれば産油国のエネルギー

政策、テレビ局であれば番組制作など、法律知識だけでなく現場の専門領域に

踏み込んだ業務をすることも少なくありません。

企業内弁護士にはどのような業務を担当させればよいのですか？

所属する企業や部署にもよりますが、比較的多くの企業で、社内弁護士が訴訟

代理人を担当しています。また、ケース・バイ・ケースで、社内弁護士のみで

担当する場合と社内弁護士と社外弁護士で共同して担当する場合、社外弁護士

に依頼する場合があります。

訴訟代理人は企業内弁護士に担当させることになるのですか？
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企業内弁護士も弁護士会会務や国選弁護等の公益活動を行っているのですか？

弁護士会によっては、会員弁護士に国選弁護受任や会務活動等、一定の公益活

動を義務づけています。公益活動と執務の両立については、各企業で様々な工

夫と努力をしています。近年は、訴訟実務能力の向上や社会貢献の観点から、

一定の制限（著名事件や重大事件は引き受けないなど）を設けた上で、公益活

動を積極的に推奨する企業も存在します。一方、国選弁護等の報酬を伴う弁護

士業務については、就業規則に従うことになります。
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企業内弁護士の処遇はどのようにすればよいのですか？

主な処遇形態としては、①完全年俸制、②従業員の給与体系によるが弁護士資

格手当が付く、③従業員の給与体系によるが通常よりも昇進が早い、④他の法

務部員と何ら変わりない、⑤完全出来高払い制、⑥一定年齢までは①で途中で

③にシフト、などの様々な処遇形態があります。有給休暇、長期休暇、福利厚

生などについては通常他の社員と同様に適用されています。

どのような弁護士を採用すればよいのですか？ 

事案への迅速な対応や決定した方針の執行のためには、関係各部署との連携が

不可欠です。弁護士としての基礎的な力は当然ですが、企業内弁護士としては、

コミュニケーション能力は重要な資質です。また、その企業や業務自体に興味

を持っていることも大切な要素です。

どうぞ
ご利用下さい。

企業内弁護士に関する詳しい情報はどこで入手できますか？

日本弁護士連合会業務第１課（ＴＥＬ → ０３－３５８０－９３３２、ＵＲＬ→

h t t p : ／ ／ w w w . n i c h i b e n r e n . o r . j p ／   ）では、随時、企業内弁護士に関

する情報提供を行っています。

また、東京の三弁護士会や大阪弁護士会において、定期的に就職説明会を開催

しているほか、これらの弁護士会、日本組織内弁護士協会、法律専門人材紹介

会社などの各団体が運営するサイトにおいて、企業等の弁護士募集情報を掲載

しています。
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